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各 位 

上 場 会 社 名 ア ド ソ ル 日 進 株 式 会 社

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長  上 田  富 三 

（東証１部・コード 3837） 

問合せ責任者 取締役経営企画室長 後関 和浩 

（TEL 03-5796-3131） 

「 新・中期経営計画」 の策定に関するお知らせ 

当社グループは、創立５０周年の節目となる２０２６年３月期に向け「 Ｖｉｓｉｏｎ２０２６ 」を定め、2024 年 3 月期を最

終年度とする「新・中期経営計画」を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

記 

１．「創立 50 周年」に向けて 

当社は１９７６年の創業以来、電力の系統制御システム開発から事業を拡大し、現在では、「エネルギー（電力・ガ
ス）」、「交通」、「次世代通信」、「公共・防災」、「デジタル・サービス」などの社会インフラや暮らしを支える ICT シス
テムと、「スマート・モビリティ」「先進医療」「産業機器」向けに、セキュリティを兼ね備えた先進的なデジタル・テクノ
ロジーを提供し、「日本のモノづくり」の DX に貢献しております。

米国サンノゼ・シリコンバレーや産学連携による研究開発、アジア・アセアン圏を結んだグローバル・デリバリー
体制の構築等、最先端かつ高品質な ICT システムの提供に取り組んでまいりました。 

また、業績面では、2011 年 3 月期より、「11 期連続・増益」を達成するとともに、「１１期連続・増配」を継続してお
ります。 

このたび、創業から半世紀を迎える 2026 年3 月期を節目として「ビジョン」、並びに「新・中期経営計画」を策

定いたしました。 

２．Ｖｉｓｉｏｎ２０２６ 

創立50 周年の節目となる、2026 年3 月期のビジョンを、「 売上高 ２００億円 」、「 営業利益率 １０％以上 」とい

たします。 



 

１） 市場・環境認識 
 

・新型コロナ変異ウイルスの脅威とワクチン普及による経済回復への期待が交錯する中、企業競争力につながる

ICT 投資は、底堅い需要があります。 
 
・デジタル・データを「企業変革」や「新ビジネス・新サービスの創出」に活用する取り組みが、官民問わず、本格化

しています。  
 
・持続可能な社会の実現(SDGs の達成)に向け、「環境」「エネルギー」「自然災害」「ワークスタイル」など、あらゆ

る分野で、ICT を活用した取り組みが進展しています。 
 

２） 戦略骨子 
 

【ターゲット市場】 

自由化・分社化を終えたエネルギー分野(電力・ガス)では、カーボンニュートラル、エネルギー効率化、ス

マートグリッド、保安点検の ICT 化、自然災害対応（レジリエンス）、老朽化対応など、ICT 投資需要は非常に

旺盛であり、この分野を最重要ターゲット市場と定め、事業基盤の拡大を図ります。 
 
【提供価値】 

① Step1： 従来型のシステム・インテグレーションに、高速開発手法を採用し、デジタル技術やクラウドサー

ビスを統合することで、お客様のビジネス変革の早期実現に貢献する当社独自の「Hybridデジ

タル・インテグレーション・サービス」の提供に取り組みます。 

② Step２： Vision2026 に向けては、「Hybrid デジタル・インテグレーション・サービス」に、当社オリジナ

ルの先進的なValueソリューションを融合した「統合デジタル・ソリューション」へと進化させ、お

客様の更なるイノベーションに貢献します。 

 

３．新・中期経営計画 ( 2021/4 ～ 2024/3 ) 

暮らしと社会の安心・安全と、快適で環境に配慮された持続可能な社会の実現に向け、お客様とともに、イノベー

ションで未来を共創する 「キラリと光るエンジニアリング企業」 を目指してまいります。 

 

１） スローガン 

 

「 イノベーションで未来を共創する エンジニアリング企業へ 」 
 

 
２） 目標とする経営指標 

 

 2021 年３月期 

（実績） 

 2022 年３月期 

（計画） 

2023 年３月期 

（計画） 

2024 年３月期 

（計画） 

売上高 13,51８百万円 14,200 百万円 15,400 百万円 １７,０00 百万円 

営業利益 1,28５百万円 1,350 百万円 1,500 百万円 1,700 百万円 

当期純利益 89８百万円 9１０ 百万円 980 百万円 1,120 百万円 

１株当たり 

当期純利益 
９７．３円 98.4 円 105.9 円 121.0 円 

自己資本 

利益率 
１７．２% ※毎期 「 １５%以上 」 を目指します 

 

 

 

 



３） 重点戦略 
 

成長戦略  

・社会インフラ、及び全産業向けに、「Hybrid デジタル・インテグレーション・サービス」

を展開するとともに、イノベーションを実現する「統合デジタル・ソリューション」の創

造・提供を通じて、利益成長型企業を目指します。 

ビジネス戦略  

◆社会インフラ事業 

・「エネルギー」「交通」「次世代通信」「公共・防災」を中心とした社会インフラにおけ

る Hybrid デジタル・インテグレーション・サービスで、新たな収益基盤を確立しま

す。  

・社会インフラ企業の DX を促進し、生産性・収益性の向上につながる業務改革の

実現と新たなサービスの創造に貢献します。  

◆先進インダストリー事業 

・「スマート・モビリティ」「先進医療」など、高度な「日本のモノづくり」の DX・IoT 化

を促進します。  

・「産業・流通」の効率化やデジタル・マーケティングなど、デジタル技術を活用した

データ利活用サービスの提供に取り組みます。 

・当社独自の革新的なキーテクノロジーの融合（セキュリティ・地図情報・IoT）によ

り、Value ソリューションを創造・提供します。 

・顧客の DX 化を加速するデジタル・サービス・プラットフォームの提供に取り組み

ます。 

提携戦略  

・「アドソル・グループ」の成長に向け、資本提携や M&A を積極的に展開します。 

・国内外の先駆的な企業との提携を通じて、エコ・システムを構築し、「先進的なソリュ

ーション・サービス」を共創します。 

グローバル 

戦略 
 

・アジア・アセアン圏における開発体制の拡充を継続し、社会インフラ事業、及び先進イ

ンダストリー事業の成長を支えます。 

・新たにデジタル・イノベーション・サービスを創造し、グローバル展開を図ります。 

デジタル戦略  

・国内外の大学・研究機関との共同研究や他企業との連携に加え、米国サンノゼ R&D

センターを活用した、新たなキーテクノロジーの創造に挑戦します。 

・デジタル社会に求められる先進技術・高速開発技術や、多様化する開発スタイルに適

応した新たなインテグレーション・サービスの研究開発に取り組みます。 

コーポレート 

戦略 
 

・多様性を育む採用・研修を通じて、イノベーションをリードするプロフェッショナル人

材の育成に取り組みます。 

・社員一人ひとりが、きらりと光り、働きやすさと、働きがいを実感できるワークスタイル

改革の実現を目指します。 

・ビジネスプラットフォームを再構築し、当社グループ内のデジタル・イノベーションを加

速します。 

SDGs への 

取り組み 
 

・事業活動 

安心・安全な社会インフラや、暮らしを守り支える ICT システム、先進的なデジタル・

テクノロジーの提供を通じ培ってきた技術・ノウハウ・ソリューションを進化させ、環境

課題や、産業・技術革新等の分野で、持続可能な社会の実現に貢献します。 

・企業活動 

気候変動・環境保全に対応すべく、CO2・ごみ排出量抑制等を継続します。又、健康

と福祉、ICT 人材の育成に資する産学連携活動等に取り組みます。 
 

４） 株主還元方針 
 

当社は、戦略投資を積極的に展開し、持続的成長と企業価値向上を図るとともに、業績に裏付けられた成果配

分として、「 配当性向35％以上 」を還元方針とします。 
 

以上 



【 アドソル日進 会社概要 】 

社名 
アドソル日進株式会社 

Ad-Sol Nissin Corporation 

本社 東京都港区港南四丁目１番８号 

拠点 大阪、福岡、仙台、米国（サンノゼ） 

設立 1976 年３月13 日 

事業概要 
社会インフラ、及び先進インダストリーにかかる ICT システムの提供、並びに DX を実現す

るソリューション（セキュリティ、IoT、GIS、近距離無線等）の開発・提供 

資本金 5.5 億円 

代表者 代表取締役社長 上田 富三 

従業員数 1,164 名（グループ総数） 

決算月 ３月 

上場市場 東京証券取引所 第１部 

証券コード 3837 

グループ会社 

【米国】 

 Adsol-Nissin San Jose R&D Center, Inc. 

 （サンノゼ R&D センター） 

【国内】 

 アドソル・アジア(株) 

 (株)ヒューマンテクノシステムホールディングス 

業績推移 

 

 


